捜査・公判協力型協議・合意制度の刑罰論的な基礎付けについて -ドイツの王冠証人制度に関する議論を参考にして- by 土井,和重
































































































































































訴法 350条の 2第 1項第 1号）。
ここで、被疑者等による訴追協力の正当性と適切な事案の解明にとって重要な意
味を有するのは、被疑者等が約束する内容が、特定の態様の協力を示すことなく







刑雑 50巻 3号（2011年）370頁。また、川出・前掲注 (8) 66頁注 (2)も併せて参照。
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(23)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」22頁、南迫・前掲注 (20) 57頁。
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「特定犯罪」と呼ばれている（刑訴法 350条の 2第 1項及び第 2項）。
このような限定の趣旨については、「一方で、本制度が有効に機能すると予想さ
(24)特別部会第 20回会議議事録 34-35頁〔角田正紀発言〕、特別部会第 25回会議議事録 10
頁〔龍岡資晃発言〕。これらと同旨の見解として、笹倉（香）・前掲注 (21) 170頁も参照。































（特別部会第 14回会議議事録 20頁〔松尾浩也発言〕、同第 21回会議議事録 21-22頁〔角
田正紀発言〕）、南迫助教は、このような限定は虚偽の捜査協力を防止する上でも有意義
であると評価している。南迫・前掲注 (20) 57頁。




(32)笹倉（香）・前掲注 (21) 169頁、泉澤・前掲注 (14) 35頁参照。ここで笹倉教授は、関連
性のない事件の情報提供が虚偽供述を誘発する危険性をむしろ問題にしている。
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罪との間の「関連性の程度」は、検察官による合意判断の考慮要素として規定され























(34)特別部会第 14回会議議事録 7頁〔神洋明発言〕、同 9頁〔後藤昭発言〕。なお、ここで後
藤教授は、協力者による他人の公判における証言について補強証拠を要求することの必
要性に言及している。
(35)池田（公）・前掲注 (6) 16頁、南迫・前掲注 (20) 60頁参照。
(36)特別部会第 1作業分科会第 3回会議議事録 21頁〔岩尾信行発言〕、同 21頁〔後藤昭発
言〕、同 22頁〔井上正仁発言〕。
(37)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」24頁。その他に、池田（公）・前掲注 (6) 16頁も同旨。
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う新たに罰則規定が設けられた（5年以下の懲役、刑訴法 350条の 15第 1項）。こ
のようにして、協力者の供述の信用性をより直接的に担保する方策もとられてい
(38)川出・前掲注 (8) 68頁、南迫・前掲注 (20) 61頁。なお、川出教授は、さらに一歩進ん
で、この場合、弁護人には虚偽の供述をしないよう「被疑者・被告人を説得する義務」が
あるとしている。













月 23日）。また、宇川・前掲注 (6)「供述証拠」23頁、南迫・前掲注 (20) 58頁も参照。
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拠」24頁、川出・前掲注 (8) 68頁、南迫・前掲注 (20) 63頁。
(45)池田（公）・前掲注 (6) 16頁、宇川・前掲注 (6)「供述証拠」24頁、川出・前掲注 (8) 68
頁、南迫・前掲注 (20) 63頁。
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(46)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」24頁、川出・前掲注 (8) 66頁参照。もっとも、笹倉教授は、
特別部会における議論の出発点が「証拠収集方法の多様化」にあったため、本制度には事
実上の「司法取引」を適正なものにするための制度化の観点が反映されていないと指摘









































(56)特別部会・前掲注 (41) 「制度設計に関するたたき台」10頁、川出・前掲注 (8) 71頁参
照。その他に、池田・前掲注 (6) 18頁もこの問題性を指摘している。
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(61)英米法の歴史における「王冠証人」制度の展開については、John H. Langbein, The
Origins of Adversary Criminal Trial (Oxford: Oxford University Press, 2005), 158、
井上和治「共犯者による捜査・訴追協力と減免的措置の付与（2）―英米法の歴史的展開
に関する検討を中心として」法学協会雑誌 123巻 12号（2006年）2676頁以下参照。
(62) Vgl. Kindha¨user/Neumann/Paeffgen-Streng, Nomos Kommentar. Strafgesetzbuch
(StGB), Bd. 1, 4. Aufl. 2013, § 46 b Rn. 8; Kaspar/Wengenroth, Die neue
,,Kronzeugenregelung“ in § 46b StGB: Vorausestzungen, Kritikpunkte und
straftheretische Bedeutung, GA 2010, 454.
(63)現在も妥当する麻薬法に加えて、時限立法であったいわゆる「王冠証人法」には、もと
もと同種の規定が置かれていた。2009年立法までの経緯については、Ko¨nig, Wieder
da: Die ,,große“ Kronzeugeregelung, NJW 2009, 2481 f.; NK-Streng, § 46 b Rn. 1;
Kapar/Wengenroth (Fn. 62), 453 f.を参照。また、邦語での詳しい紹介として、野澤
充「ドイツ刑法の量刑規定における新しい王冠証人規定の予備的考察」神奈川法学 43巻
1号（2010年）75頁以下、川出・前掲注 (31) 415頁以下参照。
(64) BT-Drucks. 16/6268, 1. Vgl. auch Scho¨nke/Schro¨der-Kinzig, Strafgesetzbuch Kommentar,
29. Aufl. 2014, § 46 b Rn. 1.
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示すること（freiwilliges Offenbaren von Wissen）とされている(68)。他方で、
ドイツ刑法の王冠証人規定は、すでに行われた犯罪事実の「解明に寄与すること」
（第 1項第 1文第 1号）に加えて、まだ計画段階にある犯罪事実の「防止に寄与する
(65) BT-Drucks. 16/6268, 9. これに関連して、ドイツ刑法 46条 bとEU法との関係につい
ては、滝沢誠「被告人の刑事責任を減免する制度の導入の是非について」専修法学論集
117号（2013年）39頁以下参照。
(66) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 3.
(67) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 3.
(68) Vgl. NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 8.
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(69) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 8, S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 11.
(70) BGHSt 55, 155.
(71) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 8, S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 11.
(72) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 9, S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 13.
(73) S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 13.
(74) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 9, S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 13, 14.
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(75) S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 14.
(76) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 9, S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 13, 14.
(77) BT-Drucks. 16/6268, 12, NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 9, Kaspar/Wengenroth
(Fn. 63), 455.
(78) S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 15.
(79) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 10, S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 15.
(80) S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 15.
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(81) S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 15, Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 456.
(82)この点の説明については、川出・前掲注 (31) 419頁、野澤・前掲注 (63) 89頁参照。

































(85) BT-Drucks. 16/6268, 11. Vgl. auch NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 7.
(86) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 455. Vgl. auch Ko¨nig (Fn. 63), 2482.
(87) BT-Drucks. 17/9695, 8. Vgl. auch S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 7b.
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(88) Klaus Malek, Die neue Kronzeugeregelung und ihre Auswirkungen auf die Praxis
der Strafverteidigung, StV 2010, 200 f.
(89)実体法的観点および手続法的観点からの種々の批判については、Vgl. S/S-Kinzig (Fn.
64), § 46 b Rn. 2, Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 457 ff.
(90) Jens Peglau, U¨berlegungen zur Schaffung neuer ,,Kronzeugenregelungen“, ZRP
2001, 105.
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(91) Vgl. NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 4.
(92) BGHSt 3, 179. Vgl. auch Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 462. なお、このようなドイ
ツの判例における量刑判断の枠組みは、一般に「幅の理論」（Spielraumtheorie）と呼ば
れている。
(93) BGH St, 20, 264 (266).
(94) Vgl. Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 463.
(95) BGH NStZ 1998, 90.
(96) Vgl. Peglau (Fn. 90), 105.
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(97) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 464 f. ここで、カスパー教授とヴェンゲンロート弁護士
は、責任主義を憲法上の要請であるとしながらも、その内容は、人間の尊厳保障との関係
で、「責任の大きさを超える」刑罰の賦課を禁じるものであると説明している。
(98) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 466.
(99) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 467.
(100) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 467.
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(101) Vgl. NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 4.
(102) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 468 f.
(103) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 470.
(104) Vgl. S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 23, Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 470.
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的恐喝罪（ドイツ刑法 255条）と恐喝的誘拐罪（ドイツ刑法 239条 a）の情報を捜
(105) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 469.
(106) Christopf Frank/Andrea Titz, Die Kronzeugenregelung zwischen Legalita¨tsprinzip
und Rechtsstaatlichkeit, ZRP 2009, 139, NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 5.
(107) BT-Drucks. 16/6268, 10. Vgl. auch S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 7a.
(108) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 469, Kaspar, Kronzeugenregelung?, ZRP 2011, 159.
(109) Dazu vgl. Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 454.
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(110) BGHSt 55, 153 (154). なお、下級審の判断を含めたこの判例の詳細については、野澤・
前掲注 (12) 182頁以下を参照。
(111) BT-Drucks. 17/9695, 6. この点については、野澤・前掲注 (12) 189頁以下、池田秀彦
「ドイツの王冠証人規定（刑法 46条 b）の改正を巡って」創価法学 43巻 2号（2013年）
31頁以下を参照。
(112) 長瀬・前掲注 (8) 363-364頁。
(113) 池田（公）・前掲注 (6) 13頁、川出・前掲注 (31) 429頁。
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(114) 大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法〔第 3版〕第 3巻』（青林書院、2015年）523頁
〔増井清彦〕。その他に、西田典之ほか『注釈刑法 第 1巻総論 §§1～72』（有斐閣、
2010年）638頁（古川伸彦）、野澤充「刑法典における一般的自首規定の制度根拠―明
治期以降の規定を素材に」法政研究 84巻 3号（2017年）254頁以下も参照。
(115) 井田良「量刑理論と量刑事情」現刑 21号（2001年）40頁、長瀬・前掲注 (8) 365頁、
古川・前掲注 (114) 638頁、池田（公）・前掲注 (6) 17頁。
(116) 井田良「量刑論の体系化のための覚書」法学研究 69巻 2号（1996年）307頁、同・前
掲注 (115) 40頁。
(117) 池田（公）・前掲注 (6) 15頁。
(118) 井田・前掲注 (115) 40頁。
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(119) 長瀬・前掲注 (8) 365頁。
(120) BT-Drucks. 17/9695, 6.
(121) 増井・前掲注 (114) 525頁。
(122) 増井・前掲注 (114) 523頁、川出・前掲注 (31) 430頁参照。
(123) BT-Drucks. 17/9695, 6, Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 466. その他に、川出・前掲
注 (31) 430頁も参照。
(124) 井田・前掲注 (115) 37頁参照。
(125) 古川・前掲注 (114) 638頁、野澤・前掲注 (114) 254頁参照。
(126) 井田・前掲注 (115) 307頁。
(127) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 467.
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与の対象から除かれることになるであろう。
わが国の協議・合意制度においても、協力者の犯罪行為と解明される第三者の犯
罪行為との関連性は、検察官が同意の際に考慮するべき事情の 1つとして規定され
ている。ここではあくまでも 1つの考慮要素とされているにすぎないが、関連性の
要素は協議・合意制度の刑罰論的基礎に関わる事情として、事案ごとに慎重な検討
がなされるべきといえるであろう。
【付記】村山先生には、大学院での英文講読のゼミ以来、留学中も含めて、いつも
丁寧かつフェアに研究上のアドバイスをしていただいた。そのご指導に感謝する
とともに、村山先生の古稀をお祝いし、またご健勝を祈念しつつ、この甚だ拙い論
文を捧げたい。
（北九州市立大学法学部准教授）
223
